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意見書意見書

 常任委員会
　・東日本大震災被災者への目黒区公的住宅の
提供

　・平成２５年度住宅用新エネルギー及び省エネ
ルギー機器設置費助成の後期募集の申請結
果及び追加募集の実施

 文教・子ども委員会
１０月９日（水曜日）
　・	平成２６年度　区立幼稚園及びこども園の
園児募集

　・	げっこうはらこども園給食調理業務委託業
者の選定

　・	平成２５年度「いじめ問題を考えるめぐろ子
ども会議」の開催

　・	平成２６年成人の日のつどい（案）
　・	目黒区立図書館の夏季臨時開館の実施結果
　・	子ども総合計画改定に向けたニーズ調査票
　・	文部科学省主催日韓高校生交流事業におけ
る目黒区児童館訪問実施結果

　・	八雲児童館プレイルームのワイヤーメッ
シュ天井の落下事故

　・	目黒区立母子生活支援施設の統合及び氷川
荘跡施設における施設整備

　・	グループ型小規模保育施設「コビースマイ
ルキッズかみめぐろ」の移転

10月21日（月曜日）から10月23日（水曜日）
　【視察：北海道旭川市、北海道札幌市、
　　　　 北海道千歳市】
１１月１２日（火曜日）
　・	就学奨励費の支給対象者拡大
　・	目黒区立東山小学校校舎改築等実施設計
（案）に関する説明会の実施結果

　・	目黒区立東山小学校校舎改築等実施設計
（案）からの一部変更

　・	目黒区体罰根絶マニュアルの作成
　・	平成２５年度前期目黒区立学校におけるい
じめ及び不登校の状況

　・	韓国ソウル特別市中浪区との交流事業
１１月２７日（水曜日）
　・議案審査
　・平成２５年度東京都児童・生徒体力・運動
能力、生活・運動習慣等調査（東京都統一体
力テスト）の結果

　・「ティーンズ・フェスタ・イン・めぐろ
２０１３」の実施

１１月２８日（木曜日）
　・陳情審査
１２月１１日（水曜日）
　・平成２６年度隣接学校希望入学制度の申込結
果

　・第５回中学生「東京駅伝」大会
　・目黒区生涯学習実施推進計画改定の考え方
（案）

　・区立からすもり幼稚園の廃止後の跡地活用
　・区立児童館・学童保育クラブの委託化計画案
　・小規模保育事業の運営事業者公募による選
定結果

１０月８日（火曜日）
　・	平成２５年度辞職に伴う４月～６月分政務活
動費収支報告書に係る議長の調査結果につ
いて

最近の委員会の主な議題（平成25年10月～12月）

 企画総務委員会
１０月９日（水曜日）
　・目黒区立母子生活支援施設の統合及び氷川
荘跡施設における施設整備

　・「地方分権改革」第３次一括法への対応
　・目黒区くらしのガイドの電子書籍化
　・平成２４年度男女平等・共同参画の推進に
関する年次報告（概要）

　・契約報告（２件）
　・「災害時における施設の使用に関する協定」
の締結

10月21日（月曜日）から10月23日（水曜日）
　【視察：三重県松阪市、三重県亀山市、
　　　　奈良県奈良市】
１１月１２日（火曜日）
　・目黒区人事行政の運営等の状況の公表
　・平成２５年特別区人事委員会勧告の概要
　・目黒区の財務諸表
　・訴訟事件の報告
　・防災行政無線定時放送の音源変更
１１月２７日（水曜日）
　・議案審査
　・平成２６年新年のつどいの開催
１１月２８日（木曜日）
　・陳情審査
１２月１１日（水曜日）
　・	区立からすもり幼稚園の廃止後の跡地利用
　・実施計画改定に伴う区政に対する意識調査
の実施

　・目黒区情報化推進計画の計画期間の延伸
　・事故の発生
　・契約報告（６件）
　・防災地図アプリケーションの作成及び配信
　・地域避難所参集訓練の実施

 生活福祉委員会
１０月９日（水曜日）
　・体育施設の臨時休館および臨時休場
　・第６期介護保険事業計画改定の基礎資料の
ための調査及び高齢者の生活に関する調査
の実施

　・障害者計画改定に伴うアンケート調査の実
施

　・認知症高齢者グループホームの指定
　・小規模多機能型居宅介護事業所の指定
　・共用型認知症対応型通所介護事業所の指定
　・目黒区立母子生活支援施設の統合及び氷川
荘跡施設における施設整備

　・「放課後等デイサービス事業実施に向けた
基本的考え方」（案）

10月15日（火曜日）から10月17日（木曜日）
　【視察：佐賀県武雄市、長崎県雲仙市、
　　　 　福岡県久留米市】
１１月１２日（火曜日）
　・大韓民国ソウル特別市中浪区との覚書締結
等

　・食中毒の発生に伴う不利益処分
　・三田地区整備事業住宅の一部用途変更
　・区立高齢者福祉住宅「コーポ蛇崩」の火災
　・平成２５年度めぐろふれあいフェスティバ
ル～障害者週間記念事業～の開催

１１月２７日（水曜日）
　・議案審査
　・平成２５年第２回東京都後期高齢者医療広
域連合議会定例会における議決結果

　・「第３７回目黒区民まつり」の実施結果
　・目黒区スポーツ表彰について
１１月２８日（木曜日）
　・陳情審査
１２月１１日（水曜日）
　・民間保養施設補助事業の運営評価及び契約
予定施設の一部変更

　・平成２６年度まちづくり活動助成事業の実施
　・平成２６・２７年度東京都後期高齢者医療保
険料率の算定案（概要）

 都市環境委員会
１０月９日（水曜日）
　・目黒本町五丁目２４番地区特定防災街区整
備地区及び防災街区整備事業の都市計画の
案

　・西小山駅前地区地区計画原案の案説明会の
結果

　・工事報告「道路改良工事及び道路維持工事
（大岡山二丁目）」、「万代橋改修工事」

　・駒場公園（旧前田家本邸和館を含む）の臨時
開園

10月15日（火曜日）から10月17日（木曜日）
　【視察：愛媛県八幡浜市、高知県梼原町、
　　　　 愛媛県東温市】
１１月１２日（火曜日）
　・自由が丘南口地区地区計画案の縦覧及び説
明会の結果

　・目黒駅周辺地区整備計画素案
　・西小山街づくり整備計画素案
　・目黒区生物多様性地域戦略の素案
　・三田地区整備事業住宅の一部用途変更
　・平成２５年夏期における区施設等の節電対策
の実施結果

　・平成２５年冬期における節電対策
　・新たな資源回収の取り組み
１１月２７日（水曜日）
　・議案審査
　・大橋一丁目周辺地区（Ⅱ期）都市再生整備計
画の事後評価の実施

　・目黒区地球温暖化対策地域推進計画改定素
案（案)　

　・環境基本計画における重点プロジェクト 
テーマ２「「節電」からはじめるライフスタ
イルの転換」の進め方(案)

　・東京ルールⅢ（ペットボトル店頭回収）の廃
止(案)

　・平成２５年度年末年始の資源回収・ごみ収集
のお知らせ

１１月２８日（木曜日）
　・陳情審査
１２月１１日（水曜日）
　【視察：中央環状品川線、旧前田邸】
　・目黒本町五丁目２４番地区特定防災街区整備
地区及び防災街区整備事業の都市計画の案
の縦覧結果

　・工事報告「道路改良工事（大橋一丁目ほか１
件）」及び「都市計画道路補助第３０号線街路
築造工事（その５）」

　・目黒のサクラ基金の創設

　・政務活動費に関する課題について
１０月２４日（木曜日）
　・	平成２５年特別区人事委員会勧告の概要に
ついて

　・大韓民国ソウル特別市中浪区との覚書締結
等について

　・政務活動費に関する課題について
１１月８日（金曜日）
　・	平成２５年第４回定例会の招集について　
　・	提出予定議案について
　・	会期及び会期中の日程について
　・	議会運営委員会に提案する意見書等につい
て

　・	一般質問の通告期限について
　・	請願・陳情について
　・	本会議における討論通告書の提出期限につ
いて

　・	目黒区区有施設見直し有識者会議からの意
見について

　・	平成２６年度区議会事務局予算（案）につい
て

　・	政務活動費に関する課題について
１１月１５日（金曜日）
　・陳情について
　・一般質問の順序について
　・政務活動費に関する課題について
１１月２２日（金曜日）
　・	議事日程及び進行順序について
　・	委員会の開催予定について
　・	意見書等（案）について
　・	陳情取り下げについて
　・	政務活動費に関する課題について
１１月２６日（火曜日）
　・追加提出議案について
　・議事日程及び進行順序について
　・意見書案について
　・平成２５年度区議会事務局補正２号予算
（案）について

１２月５日（木曜日）
　・追加提出議案について
　・特定秘密の保護に関する法律案に対し慎重
な対応を求める意見書(案)について

　・議事日程及び進行順序について
　・目黒区区有施設見直し方針案（中間のまと
め）について

　・区立からすもり幼稚園の廃止後の跡地活用
について

12月19日（木曜日）から12月20日（金曜日）
　【視察：大分県臼杵市】

 区有施設等調査特別委員会
１０月１１日（金曜日）
　【視察：町田市】
１０月２５日（金曜日）
　・区有施設見直しに関する区民アンケート調
査報告書

10月28日（月曜日）から10月29日（火曜日）
　【視察：滋賀県大津市、福井県坂井市】
１１月７日（木曜日）
　・目黒区区有施設見直し有識者会議からの意見
12月13日（金曜日）
　・目黒区区有施設見直し方針案（中間のまとめ）

 特別委員会

 議会運営委員会

自由民主党目黒区議団　そうだ 次郎　議員

区民の痛みと
目黒の未来について

自由民主党目黒区議団　宮澤 宏行　議員

5つの「目黒ブランド」の確立で
目黒の明日を切り開け

公明党目黒区議団　関 けんいち　議員

健全財政のもとで住みたいまち・
住み続けたいまちを目指せ

＜アクションプログラム＞
財政健全化に向けたアクションプログラ
ムの最終年度を迎えるに当たり、様々な
見直しを行った。この２年間の評価と課
題をどのように捉えているか。
区長　アクションプログラムを着実に進
めてきたが、引き続き強固な財政基盤の
確立に向けて取り組む必要がある。区民
生活を守り支えるために、適切な対応を
図っていく。
＜事前防災の強化＞
（1）平成24年震災対策調査特別委員会
からの「震災対策への提言書」に、震災発
生前の予防期（28項目)とあるがどこま
で取り組んでいるのか問う。（2）都市型
特有の水害に対しての対応の進捗と対応
を問う。（3）大雨による地下車庫等の排
水について問う。
区長　（1）防災行動マニュアル・防災マッ
プの配布、帰宅困難者対策協議会の設立
等、提言書としていただいた予防期の事
前対策を一つずつ着実に進めている。（2）
大きな工事を伴う対応以外、概ね完了し
た。避難行動の目安となる情報の適時・適
切な発信に努める。（3）目黒区建築物浸水
予防対策指導要綱に基づき指導していく。

＜旧守屋教育会館跡地・補助26号線＞
（1）旧守屋教育会館跡地の今後の考えを
問う。（2）補助26号線の進捗と残地の活
用について問う。
区長　（1）平成31年度からは、民設民営保
育園の整備用地等として検討していく。

（2）平成２５年３月末の買収率は約70％。
残地は、位置・形状等を考慮して買収する
ことがあり、植栽帯、車道、歩道として都
が管理する。
＜東京オリンピック・パラリンピック＞
東京五輪を迎えるに当たり、目黒区ス
ポーツイベントについて積極的に検討を
すべきだと考えるが区長の意欲を問う。
区長　都・２３区などと連携・協力し、７年
後を見据えて、どのような対応が可能か
実施時期を含め検討する。

＜財政の見える化＞
（1）財務諸表について、（ア）過年度から
分析し、現時点の財政評価を伺う。（イ）本
区と他自治体との比較状況を伺う。（2）
公表について、（ア）財務分析には将来へ
の負担や資産形成余力の評価などがあ
る。分析指標の意味を解説し、経年変化
と他自治体比較を公表すべきでは。（イ）
区報特集号等で、財政状況の経年変化と
他自治体比較を公表すべきでは。（ウ）決
算時に議会へ公表すれば的確な財政審査
が期待できるが、所見を伺う。
区長　（1）（ア）貸借対照表や行政コスト
計算書に、経年比較分析等を加えるなど、
区財政評価も示している。（イ）比較はで
きていないが、調査・検討していく。（2）

（ア）指標を分析し報告書に記載のほか、
経年変化が分かる工夫をしている。自治
体比較は、資産把握状況や公表時期が異
なるため、今後の課題である。（イ）図式化
し、専門用語解説を付すなど分かりやす
い工夫をしている。（ウ）９月議会での公
表は難しいが、早期の公表に努める。
<空き家・空き部屋対策>
（1）住宅マスタープランに掲げた施策の
進捗を伺う。（2）国・都が行う住宅セーフ

ティネット整備推進事業（※）の利用状況
を伺う。（3）区内、近隣区に通う学生に向
けＳＮＳ等を用いて区内永住希望を調査
し、住みたいまちの具体化や下宿先とし
ての空き部屋活用の検討について伺う。
区長　（1）空き家の活用方法は、国・都の
補助制度の活用や、区としての活用を検
討している。（2）平成２４年度は国の補助
制度活用が１件、他は不明である。（3）若
い人の区内居住定着や空き部屋の有効活
用について、引き続き調査研究をしてい
く。
＜不燃化10年プロジェクト（※）＞
地区計画では沿道住民からの要望を前向
きに勘案すべきだが、所見を伺う。
区長　適宜、都にも協議会等に出席を要
請し説明を求めるなど、不安解消に努め
る。地域住民の要望等を真摯に受け止め
対応する。

【用語解説】
※住宅セーフティネット整備推進事業： 空家を

有効に活用し、住宅確保要配慮者の居住の安
定確保と災害時の公的利用を可能とするため、
改修工事費用の一部を補助する事業。

※不燃化１０年プロジェクト：東京で大地震が
発生した場合、木密地域で建物の倒壊や大規
模な市街地火災が発生するおそれがあるため、
東京の最大の弱点である木密地域の改善を一
段と加速するためのプロジェクト。

＜「住みやすい目黒」は
　　　　区有施設の見直しから＞
（1）学校や地区施設も、福祉や子育て支
援に活用できる多機能施設にせよ。（2）
職員住宅や居住施設を区が持つことを止
め、民間施設の活用や家賃補助に切り替
えよ。
区長　（1）施設の多機能化や集約化など
について検討を進めていく。（2）今後、す
べての施設を対象に、民間活力の活用や
施設の複合化などについて、中長期的観
点から検討を進めていく。

＜「障害者福祉先進区の目黒」は
　　　障害者相談支援員の増強から＞
利用計画を作成する相談支援員が過重労
働を強いられている。国の支援だけでな
く区単独でも必要な人材確保予算を組
め。
区長　国が行う相談支援事業所等への支
援策を積極的に活用しながら、相談支援
事業所の量的拡大、相談支援専門員の質
的向上に取り組んでいく。
＜「自然災害に強い目黒」は
　　　豪雨・浸水防止対策の徹底から＞

（1）都立大学駅前広場と歩道のバリアフ
リー化は、豪雨排水対策とセットで実施
せよ。（2）災害対策基本条例に区民・事業
者・行政が一体で取り組める浸水対策を
盛り込み、より実効性のある条例に改め
よ。
区長　（1）地域特性を踏まえたバリアフ
リー化を推進し、透水性舗装による治水
対策、排水機能を高める雨水ますの配置
検討など、適正な道路管理に努める。（2）
建築物の浸水防止の対策に向けた指導要
綱がある。地下の活用は慎重にという記
述もあるので、この要綱で、事業者、区民
の皆さんに自助という部分で協力をいた
だきたい。
＜「目黒資産」の再認識で、
　　　　住民・企業・観光客をふやせ＞
住民と企業と観光客を積極的に呼びこむ

ため、優れた施設、文化財、学校、交通・通
信インフラなどを「目黒遺産」と名付けて
際立たせ積極的にPRせよ。
区長　まちの魅力向上につながる、もの、
場所、文化など様々な資源の発掘や認定、
ブランド力強化を象徴するネーミング、
情報発信のあり方など、今後の調査研究
の課題としたい。
＜「グローバル目黒」は
　　　　友好姉妹都市の見直しから＞
（1）中・韓二国に偏った友好姉妹都市の
選定を改め、区内の他の外国公館とも交
流し世界全体を視野に入れた国際交流に
転換せよ。
区長　東アジア以外の都市との交流も視
野に入れ、多様な価値観や異文化を理解
し尊重する、世界に開かれた街を目指す。

　真の分権型社会を実現するためには、国と地方の役割分担を明確にし、地方が
その責任と権限に応じた役割を果たせるよう、地方税財源の拡充を図る必要があ
る。
　すなわち、地方全体で巨額の財源不足が生じている中、まずは国から地方への
税源移譲を行うことなどにより、地方税財源の拡充を図ることが重要であり、平
成２０年度税制改正で導入された地方法人特別税及び地方法人特別譲与税のよう
に、地方固有の税を地方間の財源調整に用いるような対応は、厳に慎まなければ
ならない。
　ところが、国や全国知事会における学識経験者の検討会等では、地方税である
法人住民税の一部国税化といった、特別区を含む都市部の財源を狙い撃ちにする
ような案が示された。
　法人住民税は特別区の膨大な行政需要にこたえるための、必要不可欠の財源で
あり、一部国税化によって多くの税収が吸い上げられることは、特別区の自治体
運営の根幹を揺るがす大きな問題である。

　軽度外傷性脳損傷（略称：ＭＴＢＩ）は、交通事故や高所からの転落・転倒、スポー
ツ外傷などにより、頭部に衝撃を受け、脳内の情報伝達を担う神経線維「軸索」が
断裂するなどして発症する病気である。
　平成１９年、世界保健機関（ＷＨＯ）の報告によれば、年間一千万人の患者が発生
していると推測されており、その対策が求められている。ＷＨＯの報告から累計患
者数を推計すると、日本には過去２０年間だけでも数十万人の患者がいると考え
られるが、この病気は、ＭＲＩなどの画像検査では異常が見つかりにくいため、労
災や自賠責の補償対象にならないケースが多く、働けない場合には、経済的に追
い込まれるケースも多々あるのが現状である。
　特に、通学路での交通事故やスポーツ外傷が多発している昨今、子どもたちが
ＭＴＢＩを発症する可能性も高くなっている。
　よって目黒区議会は、政府に対し、これらの現状を踏まえ、次の事項について適
切な措置を講じられるよう強く求めるものである。

地方税財源の拡充に関する意見書 軽度外傷性脳損傷に関わる労災認定基準の改正と教育機関への啓発・周知を求める意見書

　実際、目黒区には、急激に押し寄せる高齢化への対応や、高度成長期に全国に先
駆けて建設された多くの公共施設が改築時期を迎えているなどの、大都市特有の
様々な財政需要が存在している。税収の多さのみに着目して、財政的に富裕であ
ると断ずることは適当ではない。
　限られた地方税による調整では、地方財政が直面している問題の根本的な解決
にはつながらない。
　よって、目黒区議会は、国会及び政府に対し、限られた地方税源の中で財源調整
を行うのではなく、地方が担う権限と責任に見合う地方税財源の拡充に取り組む
よう強く要請する。
　以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。

平成２５年１１月２６日
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  目黒区議会議長　橋本欣一
衆議院議長、参議院議長、内閣総理大臣、総務大臣、財務大臣あて

１　軽度外傷性脳損傷のため働けない場合、労災の障害（補償）年金が支給できるよ
う、労災認定基準を改正すること。

２　労災認定基準の改正にあたっては、不正を防止するため、画像に代わる外傷性
脳損傷の判定方法として、他覚的・体系的な神経学的検査方法を導入すること。

３　教育機関への啓発・周知を図ること。
　以上、地方自治法第９９条の規定により、意見書を提出する。

平成２５年１２月５日　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　目黒区議会議長　橋本欣一

内閣総理大臣、文部科学大臣、厚生労働大臣、国土交通大臣あて


